
サウンディングの開催日時・場所について

ブロック 開催日 場所

東北 11月25日（月） フォレスト仙台
（宮城県仙台市青葉区柏木1-2-45）

関東 12月5日（木） TKP東京駅日本橋カンファレンスセンター
（東京都中央区八重洲1-2-16 TGビル本館）

中部 12月2日（月） ウインクあいち
（愛知県名古屋市中村区名駅4-4-38）

近畿 11月26日（火） TKP大阪本町カンファレンスセンター
（大阪府大阪市中央区久太郎町3-5-19 大阪DICビル3F）

中国 11月29日（金） 岡山国際交流センター
（岡山県岡山市北区奉還町2-2-1）

九州・沖縄 11月22日（金） 福岡県中小企業振興センター
（福岡県福岡市博多区吉塚本町9-15 福岡中小企業振興セ
ンタービル）
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サウンディングに向けたスケジュール

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月

自治体案件募集（１次）

プレゼン
希望者募集

サウンディングの開催
仙台、東京、名古屋、大阪、岡山、福岡

フォローアップ

自治体ヒアリング
案件の精度を高めるため、自治体ヒアリングを国土交通省、
コンサルタントから実施。案件の熟度の向上の観点からプ
レーヤーとなる民間事業者にも事前に意見照会。

民間事業者から全参加自治体あて自
社の取組を発表できる時間を設定。

民間事業者の参加インセンティブ向上

個別相談会の開催

サウンディングに上げるかどうかを含めて、地方公共団体として水
面下で官民連携の可能性を検討している案件について、コンサル
タント等との相談会を実施（研修との合同開催）。

（２次）

県等説明会の開催

● 官民対話促進会議の開催

（神戸、福岡） （富山、仙台）

自治体案件の熟度を高め、民間事業者の
幅広い参画を促す仕組みを設定
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サウンディング参加事業者・傍聴者募集



自治体案件募集

• ７月22日（月）から自治体案件を募集中。

• サウンディング（令和元年度）
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/sos
ei_kanminrenkei_tk1_000052.html
にアクセスし、簡易版の様式に入力してください。

まずは、案件登録を！
国土交通省やコンサルタントが
熟度向上に向けて支援します。
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個別相談会のご案内

個別相談会にて、サウンディングに

上げるかどうかを含めて相談ができます。

開催時期 開催地 施設名・会議室名

８月26日（月） 神戸
デザイン・クリエイティブセンター神戸
（KIITO）（三宮）

９月２日（月） 福岡 天神ビル11階 10号会議室

９月20日（金） 富山 富山国際会議場 多目的研修室

９月24日（火） 仙台 仙都会館

個別説明会（研修）への参加者を募集中です。
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/sosei_kanminrenkei_tk1_000051.html
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PPP（Public-Private-Partnership）協定について

国土交通省とPPP協定を締結した民間事業者が、協定パートナーとして、地方公共団体職員・地場
企業向けにセミナーの開催、コンサルティングの実施、データベースの提供を行います。

データベースパートナー

データベースパートナーは、 PPP/PFIに関するデータベースを提供します。地方公共団体は無償で
ご利用いただけます。

コンサルティングパートナー

コンサルティングパートナーは、地方公共団体職員及び地場企業の方を対象に、PPP/PFIに関する相
談対応や基礎講座の開催を実施します。相談対応及び基礎講座の開催は無償で行います。

PPP協定 協定パートナー国土交通省

国土交通省は、協定パートナーの活動の広報や協定パートナーへの情報提供、協定パートナー主催
セミナーへの職員派遣等を実施します。

国土交通省

セミナーパートナー

セミナーパートナーは、各々の強みを活かして、地方公共団体職員、地場企業等を対象としたPPP/PFI
に関するセミナーを開催します。セミナーの参加費は無償です。

（2019年度の協定パートナーについては次ページをご参照ください。） 5



PPP（Public-Private-Partnership）協定パートナー 一覧

コンサルティングパートナー （金融機関：12者）

株式会社 青森銀行

株式会社 秋田銀行

株式会社 鹿児島銀行

株式会社 きらぼし銀行

株式会社 山陰合同銀行

株式会社 静岡銀行

西武信用金庫

株式会社 肥後銀行

株式会社 北洋銀行

株式会社 北海道銀行

株式会社 山梨中央銀行

株式会社 横浜銀行

コンサルティングパートナー （コンサルタント等：35者）

株式会社 アプレイザルジャパン 株式会社 地域経済研究所

株式会社 エイト日本技術開発 中央コンサルタンツ 株式会社

株式会社 エンジョイワークス 株式会社 テイコク

株式会社 小野建築研究所 デロイトトーマツグループ

株式会社 九州経済研究所 中日本建設コンサルタント 株式会社

ケイスリー 株式会社 日本管財 株式会社

株式会社 建設技術研究所 隼あすか法律事務所

国際航業 株式会社 株式会社 福山コンサルタント

一般社団法人 国土政策研究会 株式会社 ブレインファーム

株式会社 五星 ベックス 株式会社

株式会社 コプラス 株式会社 マインドシェア

株式会社 シー・アイ・エス計画研究所 株式会社 松下設計

シダックス 株式会社 八千代エンジニヤリング 株式会社

清水建設 株式会社 株式会社 URリンケージ

特定非営利活動法人 全国地域PFI協会 ユーミーコーポレーション 株式会社

大日本コンサルタント 株式会社 ランドブレイン 株式会社

大和リース 株式会社 株式会社YMFG ZONEプラニング

玉野総合コンサルタント 株式会社 －

※五十音順

セミナーパートナー （９者）

株式会社 オリエンタルコンサルタンツ

一般社団法人 国土政策研究会

特定非営利活動法人 全国地域PFI協会

大和リース 株式会社

日本管財 株式会社

一般社団法人 日本不動産研究所

株式会社 ブレインファーム

株式会社 北海道銀行

株式会社 YMFG ZONEプラニング

データベースパートナー （１者）

特定非営利活動法人 日本PFI・PPP協会
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PPP（Public-Private-Partnership）協定パートナーへの連絡方法

PPP協定パートナーへ御連絡される際には当課ホームページへアクセスください。
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/sosei_kanminrenkei_tk1_000012.html

左記リンク先にて

各種パートナーの連絡先を
公表しています。
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国土交通省PPPサポーター制度 概要

地方公共団体における主体的なPPP/PFIの推進を図るため、これまでPPP/PFI事業において成果をあげてきた実務者を任命し、
任命された者（「国土交通省PPPサポーター」以下「サポーター」という。）が地方公共団体等に対し知見・ノウハウの提供を
行う。

目 的

サポート方法

Ａ：メールサポート
メールにて質問票を国土交通省に送付。国土交通省からサポーターに依頼のメールを送付し、回答についてはサ
ポーターから送付。

Ｂ：派遣サポート
メールにて依頼票を国土交通省に送付。国土交通省がサポーターと調整を図り、サポーターが地方公共団体に訪
問し、個別相談や講演等を実施。（※交通費等は依頼者負担。）
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新規サポーターを含めたPPPサポーター一覧
※黄塗りのサポーターが今般新たに任命したサポーターです。

№ 所属 部課室 氏名

1 旭川市 環境部廃棄物政策課施設整備担当課長 上村 正彦

2 盛岡市 財務部資産経営課 主査 上森 貞行

3 紫波町 企画総務部企画課長 鎌田 千市

4 富山市 企画管理部 行政経営課 主幹 山口 雅之

5 習志野市 政策経営部 資産管理室 資産管理課 課長 早川 誠貴

6 八千代市 総務部 庁舎総合整備課 主幹 井手 潤一

7 秦野市 上下水道局参事（兼）経営総務課長 志村 高史

8 浜松市 産業部 エネルギー政策課主幹 松野 英男

9 愛知県
観光コンベンション局 国際観光コンベンショ
ン課 国際展示場室長

阿知波 智司

10 岡崎市 総合政策部長 永田 優

11 岡崎市 総合政策部 企画課 課長 岡田 晃典

12 神戸市 都市局 市街地整備部 都市整備課 課長 小渕 康宏

13 鳥取市
総務部 財産経営課 資産活用推進室 資産
活用係 係長

宮谷 卓志

14 福岡市
市民局 スポーツ推進部 スポーツ施設課
主査

野元 和也

15 行橋市 市長公室長 鶴 裕之

16 東洋大学 客員教授 藤木 秀明

17
ハイアス・アンド・カンパニー 株式会
社／東洋大学 大学院 公民連携専
攻

執行役員／客員教授 矢部 智仁

18
一般社団法人 ちゅうごく
PPP・PFI推進機構

代表理事 吉長 成恭

№ 所属 部課室 氏名

19 EY新日本有限責任監査法人
インフラストラクチャー・アドバイザリーグルー
プ シニアマネージャー

福田 健一郎

20
株式会社 オリエンタルコンサルタ
ンツ

関東支店 地域活性化推進部 参与 小口 健藏

21 株式会社 GPMO グローカル研究事業部 顧問 天米 一志

22 株式会社 GPMO 経営支援部長 井上 昇

23
八千代エンジニヤリング 株式会
社

社会計画部 技術第三課 （PPP・PFIプロジェ
クト担当） 課長

奥平 詠太

24 ランドブレイン 株式会社
住宅公共政策グループ 公民連携チーム
チーム長

水嶋 啓

25 ヴェオリア・ジェネッツ 株式会社
事業開発本部 PPP＆提案企画部 シニアマ
ネージャー

藤岡 祐

26 株式会社 クリーン工房 取締役兼事業開発部長 江頭 高広

27 株式会社 スーツ 代表取締役 小松 裕介

28 大成コンセッション 株式会社 空港事業部 原 耕造

29 大成有楽不動産 株式会社
ビル管理営業本部 営業推進部 BM企画室
係長

山下 知典

30 大和リース 株式会社 札幌支店 副支店長 稲垣 仁志

31 大和リース 株式会社
東京本店 企画建築第一営業所 営業一課
課長

立花 弘治

32 株式会社 三井住友銀行
成長産業クラスター 第一グループ（インフラ）
部長代理補

梅井 貴行

33 （任意団体）中部PFI/PPP研究会 理事・事務局長 加納 白一

34 公益財団法人 東京都公園協会 専門アドバイザー 町田 誠

35
特定非営利活動法人 日本PFI･
PPP協会

業務部長 寺沢 弘樹

地方公共団体職員：15名、学識経験者・民間企業等職員：20名、計35名（敬称略、順不同）

9


